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平成30年度の大阪市港区予算編成について 

 

１ 基本的な考え方 

 ・ 平成28年度に作成した「港区まちづくりビジョン」（事前配付資料Ｃ）に基づき、

施策・事業を進め、成果目標の達成をめざす。 

 

 ・ このビジョンでは、平成 31年度末の姿（将来像）とその実現に向けたまちづく

りの方向性を明らかにしており、その実現のために毎年度施策・事業を検討・実行

し、実行するための予算編成と「港区運営方針」を作成している。 

 

・ 平成 30年度は、このビジョンの期間の中間点にあたり、これまでの取組を評価

し、見直しが必要なところは改めながら、これまでの取組を引き続き取り組むこと

を基本に予算編成を行う。 

 

・ 大阪市の財政状況が厳しく、区役所に配分される財源が３％削減されることから、

必要性に応じて「選択と集中」を行いながら、全体的に縮減した予算編成を行う。 

 

２ 大阪市の財政状況 

・ 人件費や投資的経費の抑制を図っているものの、税収は低い水準で推移する一方

で、扶助費や市債の償還のための公債費などの義務的な経費が増加しており、通常

収支不足は解消されないことが見込まれる。（資料の５ページ参照） 

 

・ 将来世代に負担を先送りすることのないように、裁量経費については、５％～３％

マイナスの財源のもとでの予算編成を行うことが大阪市の方針となっている。（資

料６ページ「３．裁量経費」参照） 

 

 ・ 少子高齢化が進む中で多様化する区民ニーズに応え、区民の安全・安心を支えて

いくために、一律の事業経費の削減ではなく、必要な事業には集中して投資するな

ど、一層の選択と集中に取り組むことを基本として予算編成を進める。 



平成30年度大阪市予算の編成について
【今後の財政収支概算（粗い試算） （平成29年２月 大阪市財政局）より】

1※「通常収支」：単年度の歳入－歳出
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【平成30年度予算編成過程 （平成29年９月 大阪市財政局）より】
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